
民間資金の動員

　上川陽子外務大臣は、３月１日、
大臣直轄の有識者会議で「政府
開発援助（ODA）を触媒に、い
かにして民間資金を動員してい
けるのか、前例にとらわれずに
新しいODAの在り方を模索して
いくことが重要である」と述べ
た。
　こうした発言は、援助のピー
ク時に比べると半減している
ODA予算を補うために、どうし
たら民間資金を活用していける
のかが問われているからであろ
う。例えば、途上国援助による
インフラ開発において、民間資金
をどういう形で導入すればよいか
が主要なテーマとなろう。
　一口に民間資金の活用と言って
も、長期にわたって莫大な資金を
必要とするインフラ開発をどうい
う形で、官民共同で推進していけ
るのか、あるいは民間ベースの大
型開発案件をODAがどういう形
でバックアップできるのかが大き
な課題となろう。

　そこで、思い出されるのが、安
倍政権時代の政府主導による海外
経済協力である。まず、従来から
の「対外経済協力関係閣僚会議」
（ODAの司令塔と言われた）に
代わって、新たに「海外経済協力
会議」を2006年４月に設置した。
次の2012年の政権担当時代には、
“日本経済の再生”を唱えて登場
し、首脳外交を展開する中で、イ
ンフラ輸出などのトップセールス
を展開して、それまでの実績の３
倍に当たる約９兆円という巨額の
経済効果をもたらしている。
　つまり、トップセールスの成果
を世に示し、インフラ輸出の奨励
を目指したわけだが、民間ベース
ではトップセールスには追い付け
ないという悲鳴も上がった。イン
フラ整備のための協力は、もとも
とはODA（円借款協力）の得意
とする分野だ。しかし、それは言
うまでもなく、基本的には相手国
からの要請手続きを経て始まるも
のである。
　その意味で、トップセールスは
イレギュラーなパターンとも言え

るもので、つまり、特殊なケース
だと言ってもよいであろう。しか
し、首相自ら日本の将来へ向けて、
日本の経験と技術力を生かしたト
ップ外交を展開した意義は大きい
と言える。

安倍政権時代の回想

　ここで、もう少し安倍政権時代
を振り返ってみたい。2018年に
はタイ、ミャンマー、ベトナム、
ラオス、カンボジアの５カ国と
「日本・メコン地域諸国首脳会
議」が東京で開催され、質高のイ
ンフラや水資源管理などでの連
携・協力を盛り込んだ「東京戦略
2018」が採択されたが、それは
150項目に及ぶ協力内容であった。
　さらに、2019年３月には「経
済協力インフラ戦略会議」が開催
され、電力、鉄道などのシステム
機器輸出に加え保守や維持管理と
いったアフターサービスでも政府
機関による金融支援を決めている。
　こうした一連の動きが、その後
も継続されているかどうかは判然
としないが、それはたぶん今も継

承されているはずである。
　ただ、これまでは政権交代する
と、前政権の政策が継承されない
ことが、たびたび起こっている。
霞が関の官僚グループは、自分た
ちにとって重荷になっている政策、
制度を一部修正したり、時に軽視
したりすることがあると言われて
いるからだ。
　したがって、安倍政権時代のイ
ンフラ輸出に関係する政策方針が
どれほど継承されているかは定か
ではない。こうした不安は、一つ
に経済協力、国際協力に関する専
管省が存在せず、外務省を中心と
する三省（外務、財務、経産）グ
ループ協議に依存してきたからだ
という声も聞こえてくる。したが
って、安倍内閣のように、首相直
轄のような体制の下で、本来なら
ば行政レベルで決められるべき実
施政策まで決められてしまう。
　こうしたことが起るのは、一つ
に国際協力の専管省不在が尾を引
いているのではなかろうか。今回
の民間資金の動員問題も本来なら
ば、国際協力専管省が取り扱うべ
き問題であろう。また、民間にと
っても、専管省の不在は不便なこ
とが多いのではなかろうか。
　以上のようなODAの流れは、
まさに政府主導によるものである。
ところが、最近のODAの流れは
「民間資金活用」を目指しており、
冒頭に述べたように、前例にとら
われない新しいODAの在り方が
求められている。それは、民間資
金への大幅な依存度を意味してい
る。
　だが、ODA予算を補うために、

民間資金を活用
したいと言って
も、基本的に民
間資金は、イン
フラ援助などの
低利・長期返済
のリスクに耐え
られない。そこ
を政府がどうカ
バーしていける
のか思案のしど
ころでもある。
　さらに、2019
年６月に開催さ
れたG20財務大臣・中央銀行総裁
会議では、途上国に配慮すること
を求めた「質の高いインフラ投資
に関する20原則」が承認されて
いる。その内容を簡単に紹介する
と、⑴持続可能な成長（雇用創出
や技術移転）、⑵経済性（維持管
理を含むコスト）、⑶環境への配
慮、⑷強靭性（自然災害リスクを
管理）、⑸社会への配慮（利用の
開放性や安全性）、⑹ガバナンス
（国の債務の持続可能性や業者選
定の透明性など）。これらは、多
分に中国を意識した内容になって
いると見られるが、それは日本の
民間にとっても厳しい課題になっ
ていると言える。

決して容易でない道

　とにかく、日本政府は今の
ODAを維持していくためにも、
民間資金を活用したい考えのよう
であるが、長期返済が求められる
ODAに民間資金がどこまで耐え
られるかが問題である。したがっ
て、どういう方法で民間資金を活

用できるのか、また、民間資金を
どう保証していけるのか、民間資
金は民間の論理で動いているので、
それをODAベースで活用すると
なれば、民間の論理にかなう、か
なりの工夫が必要となろう。
　だが、ODAは果たして民間が
納得する民間資金活用の道を切り
開くことができるだろうか。一口
に民間活用と言っても、この道が
決して容易でないことは明らかだ。
他方、ODAも国民の税金の上に
成り立っているわけだから、広く
国民の理解を得られる民間活用の
道を切り開く必要がある。
　他方、途上国にとっても、
ODAへの民間資金の積極的な導
入には、無神経ではいられない。
無利息、長期貸し付けなどの援助
条件に民間資金が対応できるかど
うかを注視していくに違いない。
したがって、一口に民間資金の活
用と言っても熟考すべき事柄が、
いかに重いかが歴然としている。
どう考えても一筋縄ではいかない
問題であることだけは明らかだ。
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途上国のインフラ開発協力
求められる新たなODAの道

モンゴル国会議事堂。中央にジンギスカン像



持続可能な開発目標（SDGs）の前進ミレニアム開発目標（MDGs）では教育分野の目標として
「普遍的な初等教育の達成」を掲げていた。100％とは言えないが、2015年には初等教育の就学
率は９割を達し、確実に改善が進んだ。そして、周知の通りSDGsでは「質の高い教育をみんなに」
と、初等教育に限定せずに広義の教育での目標を掲げることになった。しかし、“質の高い”とはい
ったいどんな教育を指すのだろうか。そして、その教育の普及のために日本はどのような協力を
しているのだろうか。教育協力を再考し、現代社会に求められる教育の在り方を探る。

特集 質の高い教育とは
SDG4実現のために

昼休みに遊ぶガーナの子ども達＝編集部撮影

数字で見る世界の教育

1．総論
　　●複雑性・多様性が増す教育課題と国際協力 
　　広島大学 教育開発国際協力研究センター長　吉田 和浩氏

2．日本の協力
　　●住民参加で教育改善の土台をつくる 
　　JICA国際協力専門員（基礎教育）　國枝 信宏氏

　　●教科書開発支援から学習スタイルと教師の変革へ 
　　JICA国際協力専門員（教育）　西方 憲宏氏

　　●現場と教育省の２つの視点を効果的に活用
　　JICA教育政策アドバイザー　木田 光二氏
　　JICA海外協力隊　内山 翔太氏

　　●「個別最適」な教育を途上国にも安価で提供 
　　（株）すららネット 代表取締役社長　湯野川 孝彦氏

　　●ICTでどこでも誰でも教育を受信、発信 
　　（株）教育情報サービス 代表取締役社長　荻野 次信氏

　　●どの視点で「質の高い教育」を語るのか 
　　上智大学University Education Administrator　山﨑 瑛莉氏

　　●コロナ禍と「教育の質」

（株）すららネットの ICT 教材を使った授業を行うインドネシアの
私立小学校の教室＝すららネット提供
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数字で見る世界の教育　
コロナ禍が世界を襲い、持続可能な開発目標（SDGｓ）の進捗状況は停滞したと言われる。
教育分野ではどうだろうか。世界の教育に関する最近のデータから現状を探る。
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※参照：UNICEF「ユニセフの主な活動分野｜教育」サイト

※参照：ユニセフ・国際電気通信連合 報告書『家庭でインターネットに接続できる子ども・若者の数は？』

就学率
●2021年時点、学校に通っていない子どもたち（6～17歳）は2億4,400万人。

インターネットへのアクセス
●15～24歳の若者の間で、7億5,900万人(63％)が
　自宅でインターネットを利用できない。

●世界で、都市部の学齢期の子どもの
　約60％が自宅でインターネットにアクセスできないのに対し、
　農村部では約4分の3がアクセスできていない。

●初等教育就学年齢（小学校学齢期：一般的には6～11歳）の
　子どもたちの9%（約11人に1人）の6,700万人が学校に通っていない。
●中等教育前期の学齢期（中学校学齢期：一般的には12～14歳）の
　子どもたちの14%（約7人に1人）にあたる5,700万人が、学校に通っていない。
●中等教育後期の学齢期（高等学校学齢期：一般的には15～17歳）の
　子どもたちの30%（約3人に1人）にあたる1億2,100万人が、学校に通っていない。
●小学校に通っていない子どもの割合が世界で最も高い国々は、
　南スーダン(62%)、赤道ギニア(55%)、エリトリア（47%）、マリ（41%）。

●サブサハラアフリカは、学校教育を受けられない子どもの数が最も多く、その割合が増加している唯一の地域。
　2009年以降、学校に通えない子ども（6歳～17歳）は2,000万人増加し、
　2021年には9,800万人に達した。

※参照：ユニセフ・世界銀行・ユネスコなど 報告書『世界の学習の貧困の現状：2022年版

基礎学力
●世界で約2億5,000万人の学齢期の子どもが新型コロナウイルス感染症による休校の影響を受けた。

資金調達
●開発援助委員会（DAC）ドナー国の2021年の

　教育向け政府開発援助（ODA）は121億ドルで、
　2020年の126億米ドルに比べ4％減少。

●ODA総額のうち教育に割り当てられる割合を

　見ても6％と6.7％から低下した。

●コロナ禍で、低・中所得国において、学習の貧困が3分の1増加し、
　推定で70%の10歳児が単純な文章を理解することができない。（コロナ禍以前は57％）

●子どもたちは、21兆米ドル、GDPに換算すると17%に相当する潜在的な
　生涯年収を失うリスクを負っている。（2021年に推定された17兆米ドルからさらに増加）

●ラテンアメリカ・カリブ海諸国では、長期にわたる学校閉鎖、
　家計収入の減少が学習の貧困などが大きな影響を与え、
　小学校終了年齢の子どもの80％が簡単な文章を理解できないと予測。
　コロナ禍前の約50％から上昇した。

●南アジアでは、最低限の識字能力を持たない子どもの割合は、
　コロナ禍前の60%から78%に増加。

1億2,100万人1億2,100万人1億2,100万人1億2,100万人1億2,100万人1億2,100万人1億2,100万人

※引用：Donor Tracker https://donortracker.org/topics/education
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家庭でインターネットに接続していない3-17歳の学齢期の
子どもの割合と数（地域別）
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DACドナー国のODAにおける教育への支出
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